
 1 

 

한일터널은 양국 국민의 행복과  

세계평화를 위한 프로젝트  
 

한일터널 실현을 위한 제 과제와 해결 전망  
 

2012년 7월 
 

노자와다이조 일한터널연구회 회장, 전 일본 법무대신  

 

 

・유로터널 세이칸터널에 대답 있어･････････････････････････････････ ２ 
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本稿は、大韓民国の世界平和トンネル財団が 2012 年 7 月 1 日に発行した「PEACE TUNNEL magazine 通巻 10 号」の PP.14-21 を翻訳したものである 

韓日トンネルは両国国民の幸福と 
世界平和のためのプロジェクト 
~韓日トンネル実現のための諸課題と解決への展望~                            

野澤太三：日韓トンネル研究会 会長、日本国 前法務大臣 

 

韓日トンネルを実現するためには様々な困難な課題が多い。それらの課題を克服して進めることが私

たち研究者に与えられた使命であると思う。韓日トンネルは百年近く議論してきたが、今は「何故でき

ないのか」ではなく、「どうすればできるのか」という視点に立ち、過去を振り返り、世界的に展開さ

れている各種工事の実績に基づき、未来を切り開くことで希望が開けると確信する。 

 

英仏海峡トンネルと青函トンネルに答えがある 

 まず右ページの図を参考にする必要がある。英仏海峡トンネルと韓日トンネルの人口の配置を比較し

たものである。500km 圏でみると、英仏海峡トンネルは１億３千万人、韓日トンネルは 8 千万人が住

んでいる。しかし 1000km 圏では、英仏海峡トンネルは２億６千万人、韓日トンネルは３億８千万人と

なり、韓日トンネルがより人口が密集している。 

ただそこには北朝鮮という阻害要因があるため、当面、500km 圏の人口と産業をベースとし、トン

ネルの経済性を議論しなければならない。両者を比較するとき、人口だけではなく、その圏内の産業活

動や将来の伸び率も加味して議論を進めればよいと考える。こうした事実に基づき、韓日トンネルの事

業的な基盤は十分備えられているとみられる。 

韓日トンネルを成功裏に推進させるには、まず「韓日トンネルとは何か」という問いに答えることで

ある。韓日両国の大部分の方は、韓日トンネルがどういう内容で、どのような使命と効果があるかにつ

いて詳細を知らずにいる。これまで我々が多く活動して来たにもかかわらず、その内容が十分に周知さ

れなかったことを反省している。これまでの両国の歴史的な関係、国民感情、賛否両論などをみると、

韓日トンネルの存在意義と価値、建設の具体的な方法、出来上がった後の効果、経済的・社会的評価、

両国国民の連帯意識などを含め、総合的に PR して行くことがまず重要と考える。 

そして韓日トンネルを成功裏に進めるために具体的な提案を前提とする必要がある。その具体的な提

案は実行可能な案でなければならない。これまでトンネル内の交通手段として様々な夢のような計画や

理想が述べられて来た。自由に走行できる高速道路案、橋梁建設案、リニアモーターカーの活用案など

もある。日本側では長大トンネルである韓日トンネルの建設と活用について集中的に議論を重ねてきた。 

 

トンネル内の交通手段はシャトル列車が最も理想的 

第一に自動車が自由に走行する方式は理想的で楽しい提案である。しかし現在の自動車の技術では、

まず安全面で長大トンネル内を自由走行することは困難である。また排気ガスなどの問題が未だ克服さ

れていない。そのようなことから、まず自動車が自力で走行する方式は諦めなければならないようであ

る。それに替わるものとして鉄道に自動車を載せるシャトル列車、カーフェリーのような考え方に集約

対馬中心 

野澤 太三 
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英仏海峡トンネル圏の人口分布図 

すべきではないかと考える。シャトル列車は、ヨーロッパ・アルプスの山岳ルートでゴッダルドトンネ

ルでは既に実績があり、また海底トンネルとしては英仏海峡トンネルが大きな先行事例となっている。 

リニアモーターカーも代案として浮かび上がっているが目下開発中である。これは磁気浮上の考え方

が主流であり、可能な限り軽くする必要から物流には不適当である。さらには海底トンネルでの実績が

ない。特に塩分を含む海水の侵食等も考えると、電気的、磁気的に大変高度な技術を前提としたリニア

モーターカーは海底トンネルには馴染まないようである。 

私たちはこれまで安定的な輸送を既に展開している青函トンネルや英仏海峡トンネル等の実績を踏

まえ、レールと車輪で走行する現在の海底トンネルの姿を韓日トンネルにそのまま採用することが最も

適切であるとみている。日本の場合には青函トンネルに先立ち、短い距離であるが九州と本州を結ぶ関

門トンネル等の海底トンネルの建設の経験が相当積まれている。青函トンネルは、在来線では貨物列車

を中心に走行しているが、高速列車で結ぶために E5 系「はやぶさ」というタイプの新幹線を開発し、

現在青森まで開業している。３年後には北海道に向け青函トンネルを通って走行する予定である。韓国

の KTX でも海底トンネルについて検討するときには、床下機器など海底トンネル走行に向けていくつ

か改良が必要になるであろう。日本の新幹線と韓国の新幹線（KTX）が相互に路線を延長する場合、双

方の全ての電力の供給システムと信号方式の改善が必要となる。 

貨物列車は既に海底トンネルを多く利用している。機関車牽引によるコンテナ列車が想定されるが、

軌間ゲージの課題を克服しなければならない。日本は狭軌 1067mm で、韓日トンネルは韓国と同様に

標準軌道 1435mm を考える関係上、軌間の調整が課題である。これについては台車の交換や積み替え

等のいろいろな研究が要る。いずれにせよ既存の列車運行システムと将来の研究に準拠して対応して行

かなければならない。 

 

韓日トンネルの効果は無窮無尽蔵 

韓日トンネルを進めるためには、まず、始発駅、終着駅の機能が非常に重要である。韓日トンネルの

場合、人口や都市機能の集中から、日本側は博多、韓国側は釜山に駅をつくる可能性が高い。重要なこ

韓日トンネル圏の人口分布図 
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とはその後背地である。日本は関西と大阪ま

での人口並びに産業、韓国ではソウルまで含

めた人口、および産業のバックアップがあっ

て成立が可能になると考えられる。そのため

博多・釜山両駅からの始発列車が運行可能な

ホームを用意することが重要である。始発列

車の出発ホームが必要となり、同時に後背地

から直通で目的地に進む直通列車が運行可能

なホームが必要である。 

例えば、大阪～釜山、あるいは大阪～ソウ

ル行き、ソウル～博多あるいはソウル～大阪

行き、といった列車が運行されなければなら

ない。そういう意味で博多・釜山駅の改良が同時に必要となる。因みに博多の新駅は、駅ビルの中に一

体的に新幹線のホームが組み込まれおり、ホーム並びに通過ホームが両方備えられた配線方式である。

開業して一年になるが、直通列車の利用度が非常に大きく、これまで飛行機で関西方面から熊本あるい

は鹿児島に飛んでいたお客様の大部分が博多経由の列車にシフトするという現象が起こっている。JR

九州が大変な恩恵を受けている。韓日トンネルができれば、そのようなことが可能になる。相当数のお

客様が航空機から新幹線に移転し、旅客需要が増えるとみている。 

始発駅だけではなく途中駅の機能も重要である。日本側では唐津、壱岐、対馬がそれぞれの機能をも

っている。これまで船舶や飛行機を利用していたお客様が新幹線で移動すれば、これらの駅が非常に大

きな輸送能力を十分発揮する可能性がある。そういう意味で途中駅の存在がこれから急浮上するため、

駅舎ならびに広場、付属する輸送機関、鉄道、道路等も開発しなければならない。 

物流基地は福岡には既に 1300 トン、鳥栖にもそれを補完する物流基地がある。それらを拡充強化し、

新駅を設定する検討を進めているが、韓国でも江西地区の都市計画の進展等を踏まえ、在来駅の改善と

共に新駅の展開も検討する必要がある。 

さらに重要なことはシャトル基地の準備である。英仏海峡トンネルの場合、自動車が大変重要なお客

様である。トレーラー、バス、乗用車など各種の自動車をシャトルトレインに収容し、逐次それを輸送

するには相当広大な面積を要する。したがって旅客基地とは分離した形で用意しなければならない。待

避線並びに乗換え線、入管その他の国内手続き処理などを含め、できるだけ近くに高速道路のアクセス

を用意し、高速道路との接触を便利にする必要がある。そのためには相当広い用地が必要となる。英仏

海峡トンネルの場合はフランスに約 650 ヘクタール、イギリスに約 160 ヘクタールほどの広大なヤード

が用意されているのは知っての通りである。 

最初に指摘したように、私たちがこれから提案するプランは、実行可能な具体案でなければならない。

これが重要なポイントである。夢から現実へ、ビジョンからプランへ、そして実際の実地設計という形

に進めて行くことが非常に重要である。これによって両国の国民は、「なるほど。こうすればできるの

か。これならすぐやったらできそうだ」という信頼感を持つことができる。 

 

韓日トンネルのルートの一元化と設計条件 

実行可能なプランを作ることが大きな課題である。これについての取り組みとして、第一がルートの

韓日トンネルルートの平面図 
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一本化である。これまで日本の日韓トンネル研究会は唐津、壱岐、対馬まではだいたいひとつの案に整

理した。対馬から韓国側に至る案は A,B,C の３案を提案した。A 案は対馬の下島からほぼ直線的に韓国

の巨済島に至るルートで、３案の中では最短距離である。B 案はそれを少し北に振り、対馬の上島の南

部から巨済島に至るルートである。C 案は対馬を北上して対馬の北端からまっすぐ釜山に直行するルー

トである。この A,B,C３案を提案して十数年間検討を重ねながら、私たちは３案のそれぞれの問題点を

調べてきた。現地を踏査し韓国側の意見も聞いた。 

まず A 案は下島の地形の関係で、どうしても対馬駅が地下駅となることが提起された。そのような理

由で、A 案はやや問題ある。C 案は、海が次第に深くなり 230m 程度までの水深が想定される問題と共

に、釜山に上陸した場合、大きなヤードのシャトル駅、あるいは施工基地の適地がないことから C 案は

むずかしい。特に海が深いという点は大変厳しい課題であり、これについてはどうしても選択が容易く

ない。結局、B 案が残り、地上駅が可能で、水深も約 160m で、ほぼ同じ深さで通過できる。 

したがって 3 案の中では B 案を修正して活用することが最も現実的であると判断している。それに注

目すると、まず海底を通過する距離が A 案に比べて短く、水深も 160m 程度と比較的浅く安全である。

地上基地での動力、材料、ずりの処理その他を考えると、相当広大な地上基地が必要になるが、その点

でも可能性がある。同時にその跡地には駅を設置できるという二重のメリットがある。対馬の下島から

上島に至るルートは、対馬の東側近くを通る場合、飛行場の近くの万関瀬戸あたりに橋梁を架ければ工

事も相当容易く進められるという大きなメリットがある。現在、私たちはこの修正 B ルートを暫定的に

選定し、これから韓国側と相談しながらルートの一本化を実現したい。 

韓国の釜山市当局は江西地区をスタートして加徳島を経由し、対馬に至るルートを提案している。こ

の地域は両国の国境であり、地形、地質、断層、湧水等の詳細な調査がまだ十分できていない。韓国と

共同調査を行い、共通のデータに基づき最適ルートを最終的に確定することがよい。私たちの事前の調

査では、この修正 B ルートが最も適切とみて提案した。それについてはこれから両国の技術者を中心に

合意の過程を経て一元化を実現したい。 

その平面形を考える上で重要なことは、将来の速度を規制する曲線半径である。半径 6000m 以上と

いうのは、将来、時速 300km、350km 程度の高速列車が走行するのに十分な緩いカーブを想定したも

のである。それはロケーション上、十分に実行可能だとみている。もう一つ重要なことはルートの縦断

線形プロフィールをどう実現するかである。まず、唐津から始まり、壱岐、対馬、巨済島、それに江西

地区並びに最後は釜山となるが、途中の島を利用して島伝いに進むという形をとっている。可能な限り

「海底距離が短く、浅いところ」を選ぶ。大局的な見地から勾配の選定も重要であるが、決定的な要素

として全て地上駅にすることがどうしても必要となる。 

 

基本土被りは 100ｍとしてルートを選択すべき 

施工段階では動力基地、材料置場、ずり出し、場合によっては泥水加圧工法になると相当大きなずり

処理のヤードが必要となる。勿論、人員の出入りも必要である。施工段階の基地は地上が望ましい。併

せて斜坑や立坑の設置は目的に応じて作ればよい。基本的に基地は地上に作らなければならない。完成

すればそれが駅になり、待避線あるいはシャトルの乗り換え基地、貨物の積み下ろし基地などに活用さ

れるので、それを見据えた余裕のある敷地面積を確保しなければならない。 

縦断形を設定するときに重要なことは海底ルートからの土被りである。土被りとは海の底からトンネ

ルまでの距離あるいは高さで、日本では「被り」と呼んでいる。これについては基本 100m を堅持した
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い。100m という数字は青函トンネルの工事をした結果から得た数値である。海水浸透圧への対応、あ

るいは山岳工法の可能性、その他トンネルの保護のためにも必要で採用した。実際にいろいろやった結

果、適切であったという評価が出ている。基本土被り 100m をとり、部分的にそれが確保できない場合

には注入工法などの補助工法を利用して掘り進むこともできる。基本土被り 100m でルートを設定し、

主勾配も青函トンネルの 12‰、英仏海峡トンネルの 15‰を念頭に置いて、今後、詳細な決定をしなけ

ればならない。 

もうひとつ重要な課題はサービストンネルと水抜きトンネルである。現在考えている設計断面は単線

並列型である。これは単線を二つ並べ、その中央に先進導坑という地質確認のための小さなトンネルと、

将来トンネルの維持管理あるいは異常時の避難通路、換気のための空気供給などを行うサービストンネ

ルを配置するものである。サービストンネルは必須であり、それと本坑をつなぐ連絡坑の役割を果たす

ことになる。英仏海峡トンネルでは列車長につき必ず一箇所以上の連絡通路がある。そこまで考慮する

かはこれからの研究課題である。 

青函トンネルの場合は W 字型の水抜きトンネルを独立して配置し、水を全てそこで処理し、龍飛と

吉岡の斜坑底にポンプ設備をつくり、湧水を地上に揚げている。しかし韓日トンネルの場合、延長が非

常に長く、地質的にも厳しく、水を基本的には出さないようにしないければならない。従って排水設備

がどの程度必要になるかが設計施工上の最大の課題となる。水の出ないトンネルをいかにして構築して

行くかが今後の技術開発の焦点になる。これは施工の安全と維持管理のコスト低減、トンネルの寿命に

も直結する。この問題を解決するために両国合同で水底海底トンネルのあり方についての設計施工上の

研究が必要となる。 

出来上がったトンネルは防災上の配慮が非常に重要で、列車火災や地震対策、津波が来たとき、どの

ように対応するかが大きな問題である。日韓トンネルを安全、快適に利用するための設備並びにそれを

利活用するマニュアル等について更なる研究が必要である。 

 

トンネルの形態は単線並列が最も合理的 

トンネルの断面を単線並列とするか複線トンネルにするかを定めねばならない。それは施工の難易度

やトンネルの強度にも関わる。施工の難易度を考えれば単線並列の方が易しいが、反面、２本掘るリス

クがある。青函トンネルの複線断面と、英仏海峡トンネルの単線並列のどちらが良いかは議論の大きな

課題である。韓日トンネルが長大トンネルであり、将来の維持管理を考えると単線並列がよい。私たち

は単線並列型とし、中央にサービストンネルのある英仏海峡トンネル方式の採用が最も合理的だろうと

考える。サービストンネルは施工段階で利用可能であると同時に、完成後の維持管理と避難誘導用の非

常通路、給排気等に利用できる。 

先程も指摘したが、水抜きトンネルとその具体的なデザインが重要である。青函トンネルの場合、坑

内湧水量はおおよそ 40 ㎥/分程度と想定したが、実際は 20 ㎥/分程度で落ち着いているが、まだ相当な

水を揚げなければなりない。山岳工法での施工のため、ある程度はやむを得ないが、湧水はメンテナン

ス費用に大きく影響するので、基本的には水を出さない施工法、また、水を出さないセグメントを開発

しなければならない。断面積は必要最小限の建築限界であるが、将来、二次覆工、三次覆工する可能性

もある。それを考慮してやや大きめに作り、維持管理に備えることが重要である。 

防水は、これまでもいろいろな研究案が出ているが、セグメントの水密性を確保することが大切であ

る。また周辺の注入ならびに先進ボーリングが可能なマシンにしておくことが重要である。後追い注入
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により湧水を止めることができるセグメントを使用すべきである。そういう意味で、水圧に対し十分な

耐力のある構造とすることが重要である。水深による力だけではなく、海面からの海水圧ならびに土圧

にも十分に耐えられるセグメントでなければならない。 

 

掘削は英仏海峡トンネルのようなシールド TBM が有望 

海底トンネルの施工方法として、NATM（New Austrian Tunneling Method）工法、シールド

TBM(Tunnel Boring Machine)工法、沈埋工法等がある。それ等全ての工法について現地および文献調

査などを重ねてきた結果、韓日トンネルが長大トンネルであり、相当な硬岩であることから英仏海峡ト

ンネルを施工したシールド TBM を改良して利用するのが最も有望なようである。英仏海峡トンネルの

ケースでは、11 台の TBM が使われたが、そのうち６台は日本の製品であると聞いている。TBM を使

う場合には、岩石の種類を把握することが重要である。 

日本側の出入り口である壱岐の勝本層の露頭には相当見事な砂岩頁岩の互層がある。また花崗岩が一

部貫入している露頭もある。これらの現場を勘案し硬岩の掘削が容易にできるマシンを開発することが

重要である。同時にこのマシンには海底の地層を掘削する関係で 200m 程度までの水深と土被り 100m

を合わせた 300 トン/㎡位の水圧が掛かると予想されるので、その水圧に抵抗できるだけの水密性が必

要である。これまでの実験結果では 200 トン/㎡位までは大丈夫と言われているが、新しいマシンのフ

ェイス（前面）を考え、万一の事態に対応する方法も考えなければならない。まず試験マシンを開発し、

十分にこなせるかどうか研究しなければならない。 

長距離掘進の可能性はこれまでスイスのゴッタルドベーストンネル（57km）と現在施工中のマレー

シアの導水トンネル（45km）が硬岩用の TBM により順調に掘進されている調査報告がある。これら

は全て山岳トンネルであるが、水圧のかかる海底で利用できるかを調べる必要がある。当然、泥水加圧

工法等も併せ含めて考えなければならない。同時に硬岩のためビットの交換が頻繁に発生することから、

ビットを適切に取り替えることが重要である。少なくとも一台の TBM で 10km ないし 15km 程度は押

し抜いて行く必要がある。途中でもし TBM が立ち往生すると、そのときは機械全体を取り替えなけれ

ばならないという問題も出てくる。単線並列の場合、交差する部分は NATM で掘削して空間を作り、

そこで TBM の取替が可能と想定している。泥水加圧工法の場合には、水密性の確保と突然起こる断層

や湧水対策を検討しなければならない。切り羽注入や補助的工法の注入との併用が可能な TBM が検討

課題となってくる。 

  

トンネル掘削に 10兆円･･･政府、民間で分担すべき 

次の大きな課題は財源の算定である。韓日トンネルは、一部では天文学的な工事費を要するという話

が出ている。現在の韓日両国の国力や経済力では手に余るという風評もある。しかし、新幹線トンネル

や英仏海峡トンネルなどの海底トンネル建設からみて天文学的な数字ではないとみている。いずれにせ

よ具体的に資金規模と調達方法が出て来なければならない。 

工事費の算出のため、まず必要なことはルートの選定である。設計ではサービストンネルの必要性と

その配置により断面設計が変わる。施工法により工事費は大きく左右されるためである。それと共に各

種実績を勘案して工事費の積算見積を出さねばならない。水抜きシステムの準備などに基づき、私たち

はトータル 270km を掘るため約 10 兆円と予想している。この数字は今後の調査並びに設計により変わ

るので内容をより精査し、それを具体化する作業が必要である。この問題はある程度の目処がついて議
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論が可能となるが、私たちはとりあえず基本財源を 10 兆円、工事期間を 10 年程度と置いて計画を進め

ている。 

このような大規模工事は、一私企業とか民間の力だけでは十分ではなく、両国政府次元の意思表示が

要請される。英仏海峡トンネルの場合はフランスのミッテランと英国のサッチャー首脳のカンタベリー

合意以降に一気に進捗したという実績がある。韓日トンネルもやはり両国首脳と政府が合意し、保証を

つけなければならない。併せて両国の国会での議決も得る必要がある。 

もうひとつ大事なことは出来上がってからの維持費である。維持費については最後に言うが、維持費

は費用対効果、経済的妥当性等を左右する重要なポイントとなる。可能な限り維持管理費を安くする方

法を編み出さなければならない。両方全てを維持するための点検システムを毎日、月単位、年単位でそ

れぞれどうするか日々の業務を決め、そのコストを算出しなければならない。 

次は財源の準備である。英仏海峡トンネルは世界的に民間の資金を募りスタートした。しかし工事費

用の増加、輸送量の変動、連絡船あるいは航空機との競争があり、民間資金だけでは運営が不可能であ

った。結局 53％の債権放棄を経て新会社を再発足させ、現在は順調に運営されている。それを教訓とし

て私たちは韓日トンネルを基本的に韓日両国の公共事業として位置づけ、その財源も双方からの支援が

必要だと考える。具体的にはトンネルを建設するための建設国債を発行し、償還期間も 60 年程度と十

分にとっておかなければならない。国債ならびに地方債を長期低利な債券で作ったらどうか。併せてヤ

ード周辺の地価の向上も考慮して開発利益を還元する方法もある。この方法はアメリカのロサンゼルス

地下鉄建設のときに、駅周辺の何マイル以内についての資金供出を検討し採用されたケースがある。 

建設の費用について税収を考えることも一つの課題である。基本的にはこのルートを使うことによっ

て利益を得る事業者と利用者から利用料金を頂かねばならない。これは資金調達方法の重要な形態では

あるが、長期的に回収する方法を考え、できるだけ公共の負担を最大限軽減しなければならない。 

 

韓日トンネルは日本の復元力増強に大きな効果 

このような大規模な公共事業を近い将来行うのは難しいのではないか、という識者からの指摘がある。

東日本大震災の復興需要のためである。東日本大震災の復興事業には様々な案があるが、少なくとも 20

兆円の復興費を目標に財源の調達を考えている。 

私たちは日本の持つ強靭さと復元力の向上が必要と考えている。ひとつの災害で国の経済が左右され

てはいけない。日本国内のインフラには代替機能あるいは復元力が必要であり、減災というが、減災が

可能となるようにインフラ全般を強化しなければならない。むしろ現在進行中の復興需要が進捗したあ

とに来る転換課題のひとつとして、日本の強靭さと復元力を向上させるためにも韓日トンネルプロジェ

クトは大変効果があると考えている。トンネルは地震に対して非常に強い。 

その面からも国債を中心とした資金調達を基本とし、国際的な資金財団等の支援も受けながら、長期

低利のマネープランでプロジェクトを形成して行く必要がある。これは今後の大きな課題であり、各界

の専門家の助言も受けながら研究して行きたい。いずれにせよ驚くほどの金額ではない。10 年で 10 兆

円となれば、両国合わせて１兆円程度の工事費を捻出することは日本と韓国の国内総生産（GDP）と、

国民総生産（GNP）を考えれば十分可能である。日本の自民党は最近、次期衆議院（下院）選挙公約の

改定案を発表し、大地震の復興に関連し 10 年間で総 200 兆円を集中投資する内容の国土強靭化基本法

を作ると主張した。 

韓日トンネルを実現するには、建設は公的な主体に任せ、維持管理あるいは運営は民間の力を活用す
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る上下分離方式が最も適切ではないか。上下分離方式はすでに各分野で実績が出ている。日本では、青

函トンネルが建設段階は財政投融資の借入金で進められたが、国鉄改革により建設費は基本的に公共が

肩代わりし、通常の管理部分は JR グループが行っている。高額な維持管理費、例えばポンプの取替に

は国が３分の２を補助するかたちで上下分離の建設並びに維持管理のシステムを確立した。 

 

韓日トンネルの駅周辺開発も魅力的 

整備新幹線では総延長 1500km のうち、すでに半分ほどが完成しており、現在、北海道と北陸、長崎

県等の３方向に向かって工事が進められている。整備新幹線の基本方針は、建設の費用を国が３分の２、

地方が３分の１、そして特殊財源、特別財源などもいくつかの基金が負担するようになっている。そう

して建設段階では利用者である JR グループに負担が掛からないようにしている。 

また、完成後、そこから上がる収益収入に従い、受益の範囲の利用料を一定期間支払う形で現在進捗

している。輸送量の多いところと少ないところを併せて採算可能な形になっている。北海道、東北、北

陸、九州では鹿児島、長崎など５つの整備新幹線が全て収支採算の見込みが立ち、民営化し改革された

JR グループの最大の安定財源として機能している。本州３社は既に民営化されているが、今回開通し

た九州新幹線の鹿児島ルートでは、熊本と鹿児島のお客様が航空機から大幅に移転し、九州 JR は鉄道

収支として黒字になった。数年以内に株式上場が可能ではないか、として長期ビジョンの中にこれを組

み込むことも行われている。 

併せてターミナルの改装も大変良く行われている。博多駅は「大変楽しいコンセプト」でデザインさ

れており、駅と言うよりは、ひとつのシティーという考え方で建設運営されている。関係者は是非機会

を見て立ち寄ってみると良い。その始終点としては大阪駅が面目を一新しており、大阪の新駅、博多の

新駅が内容的には最も近代化された新しい駅のあり方をアピールしている。そして現在、東京駅が昔の

赤い壁の姿に戻った。東京駅に来た際は新たに誕生した東京駅を見られると思う。 

 日本では整備新幹線の経済的妥当性がいつも話題になる。経済的妥当性は建設に要する費用で将来発

生する便益を割るいわゆる費用対便益（B/C）の比率で議論される。それが１を超えれば経済的妥当性

があり、１を超えなければ経済的妥当性がないと評価する。韓日トンネルについて、すでに韓国の政府

機関が検討したと聞いたが、まだその詳細な内容を知らない。B/C は、建設費用と将来発生する一定期

間の維持管理費で事業者便益である B1 と利用者便益である B2 を割ったものが１を超えるか超えない

か、要するに元が取れるかどうかを議論するものである。韓国政府の試算では十分ではないということ

で、韓国の関係者に会うと｢韓日トンネルは非常に楽しいプロジェクトだが経済的妥当性はないようだ｣

と言う方がいる。 

しかし私たちはその意見には同意していない。例えば青函トンネルの場合は経済的妥当性があって作

ったのではない。1954 年の台風マリーにより 1300 人以上が犠牲になった「洞爺丸沈没事件」がこれ以

上再発しないよう安全性を確保するために建設された。そしてそれは現在、その真価を発揮している。 

 

韓日トンネルの最大のメリットは両国国民の幸福度の向上 

従って利用者と事業者の便益だけでなく、国民の便益、社会の便益等を加味したものを作らなければ

ならないと考えている。それを D という指数にまとめれば、収支採算に大きな意味で加算されると考え

られる。D の内容は、第一にセーフティーとスタビィリティー、すなわち安全で安定した輸送が可能に

なることである。事故の発生率や台風等による欠航率を考えてセーフティーエレメントを考えてみた。 
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次に、一日行動圏が増加し行動範囲が拡大することで、いわゆるアクティブエリアが、まずはトンネ

ルの両側に住む皆様は倍増するとみられる。距離が増えると低減するが、行動圏の拡大をひとつの指数

として係数化し加えても良いのではないかというものである。 

最終的に重要なことは、韓日トンネルにより日本と韓国は海と空だけではなく陸続きになるという代

替性と余裕ができることである。これはリダンダンシーと言うが、このリダンダンシーが５割増になる

と予想される。そのことで日本と韓国の経済は弾性的で強靭かつ復元力を持つようになる。この３要件、

安全性(S)、行動圏(A)、代替性(R)を加味した D という発展性を計量化・係数化して加えることで収支採

算性が十分に成り立つと言える。私たちは韓日トンネルが韓日両国の将来に確信を与え、役に立つトン

ネルであると考える。これについては今後さらに調査研究する必要がある。 

さらに付言すると、これまで GDP や GNP というモノとカネで計算した国力に加え、人間の活動性、

将来の幸せを表す｢幸福度｣を計量化したグロース・ナショナル・ハッピネス（GNH,Gross National 

Happiness)が重要であると考える。持続可能な国力の判定基準として H という要素を勘案し、私たち

は国土づくりを進めなければならない。韓日トンネルの最大のメリットは、韓日両国が相互に大きな幸

福度の増加を期待できることである。その意味で私たちは経済的妥当性を計る費用対効果という、これ

までの計算では満足できない。これを一層さらに発展的に展開し、大型プロジェクトに対する評価法の

確立も併せて研究されるべきだと考えている。 

 

玄界の灘越え、幸の・・・いざ、トンネルを掘ろう 

最後に重要なことがもうひとつある。このような大型プロジェクトは単なる経済、人、モノ、カネの

問題を越え、韓日両国の国民あるいは世界平和のために大変役立つという強い意思表示が必要だという

ことである。それを両国の関係者が共有することを是非とも願う。強い意志があってこそ、試練と障害

を克服し、成功に至ることができるからである。 

 

「玄界の灘越え、幸の通い合う、いざ貫かむ、この隧道を」 

 

筆者は 5,7,5/7,7 韻律詩である短歌で表現した。この短歌で大切なところは「幸の通い合う、ハッピネ

スの通い合う」という句節で、筆者はここに「韓日トンネルを掘ろう」という部分を加え、強い決意を

表した。  

  

本稿は、大韓民国の世界平和トンネル財団が 2012 年 7 月 1 日に発行した「PEACE TUNNEL magazine 通巻 10 号」の PP.14-21 を翻訳したものである 

 

 

訳責：特定非営利活動法人日韓トンネル研究会 事務局 


